
 
 

 
 

関西電力高浜発電所 3 号機における今後の原子力規制検査の対応 
 

令和５年４月２５日 
原 子 力 規 制 庁  

 
１．趣旨 

関西電力高浜発電所３号機において、４月 22 日の運転上の制限の逸脱（以下、「LCO 逸

脱」という。）事象を受け、過去４四半期の LCO 逸脱が累計４件となった。これを受け、

今後の原子力規制委員会・原子力規制庁の対応について報告するものである。 
 
２．検査ガイドにおける記載（別紙１参照） 

（１）安全実績指標設定の考え方（安全実績指標に関するガイド（GI0006）より） 
安全実績指標に「運転上の制限逸脱件数」を用いているものについては、「影響緩

和」の「⑤安全系の機能故障件数」及び「重大事故等対処及び大規模損壊対処」の

「⑩重大事故等対処設備の機能故障件数」の 2つがある。 
それぞれ、過去４四半期において３件以下が「緑」、４件以上が「白」と定めてい

る。 
 
３．今後の対応の流れ 

① 事業者から PI に関する四半期報告の提出（四半期終了後 45 日）を受け PI 確定 
② 対応区分の変更（追加検査の実施）を正式判断 

③ 定例会に対応区分の変更（追加検査の実施）を報告 

④ 事業者に通知文書発出（担当管理官名）、報告内容と報告書提出締切日を記載 

⑤ 事業者による対応実施・報告書作成 

⑥ 事業者が報告書提出 

⑦ 追加検査の実施時期決定、事業者へ通知 

⑧ 追加検査実施（40 人・時間） 

⑨ 追加検査報告書の作成 

⑩ 追加検査報告書案を事業者に通知 

⑪ 定例会に結果報告・対応区分の変更 

⑫ 事業者へ通知 

 

＜参考、別紙＞ 

参考  高浜３号機 重大事故等対処設備関係 過去４四半期の運転上の制限逸脱一覧 

別紙１ 安全実績指標の一覧表 

別添  関連検査ガイド等（抜粋） 
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（参考） 

 

高浜３号機 重大事故等対処設備関係 過去４四半期の運転上の制限逸脱一覧 

 

・令和４年度第２四半期 

①７月６日 特定重大事故等対処設備の計装設備の一部部品の未装着 

当該部品の装着により LCO 逸脱から復帰 

②７月 13 日 原子炉水位計に信号を送る伝送器点検（フランジ部の水にじみ痕確認）の

ため水位計の機能停止 

当該フランジ部のシート面の部品交換し LCO 逸脱から復帰 

 

・令和５年度第１四半期 

③４月 20 日 通信事業者による衛星通信回線不具合による衛星電話（携帯）の使用不能 

④４月 22 日 C 蒸気発生器水位計の指示値低下 
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（別添） 

○原子力規制検査等実施要領（抜粋） 

2.1(2) 

追加検査は、事業者が行う安全活動に劣化が確認された事項に対する事業者の対応状

況について、事業者が実施する原因分析の実施状況を踏まえつつ、横断領域を含めた幅

広い視野から、複数の専門分野の原子力検査官によって、改善の効果を検証し、再発防

止が確実なものとなっているかなどを個別具体的に確認する。追加検査の程度は、安全

活動の劣化の程度に応じて設定される「2.5 対応区分の設定」により決定する。 

 

2.5 

追加検査については、検査指摘事項の重要度評価及び安全実績指標の値の分類に応じ

て、表６－１及び表６－２に示すとおり、対応区分を設定する。 

(略) 

事業者からの安全実績指標の報告又は検査指摘事項の重要度評価の決定により、対応

区分の変更を行った場合には、規則第３条第３項に基づき、事業者に対して、その旨を

通知するとともに、事業者に根本的な原因分析並びに安全文化及び核セキュリティ文化

の改善に係る検討（第４区分が設定された場合には、外部機関による評価を含む。）を伴

う改善措置活動の計画並びにその実施結果の報告を求める。 

(略) 

追加検査は、第２区分又は第３区分が設定された場合は、事業者から前記の実施結果

の報告があった時点以降に実施し、・・・(略) 

 

3.1 

ただし、追加検査及び特別検査は、総合的な評定を待つことなく実施することから、事

案が発生した都度、個別に計画を作成し、検査の対象、内容、期間等について当該事業

者に通知するとともに、原子力規制委員会のホームページ等を通じて公表する。 

 

3.3 

追加検査又は特別検査の検査報告書は、それぞれ個別に作成する。検査報告書の案は書

面により事業者へ通知し、事業者から事実誤認に関する申出がある場合は、書面にて受

け取る。これらの書面は、不開示情報を除き公開する。当該申出と併せて追加検査又は

特別検査の検査報告書を原子力規制委員会に報告する。 
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○原子力規制検査における追加検査運用ガイド（GI0011）（抜粋） 

2.(1)追加検査１ 

  各監視領域における活動目的は満足しているが、事業者が行う安全活動に軽微な劣 

化がある状態。 

 

3. 検査要件 

追加検査の実施は、対応区分に従って決定する。 

(1) 追加検査１の実施 

a. 実用発電用原子炉施設 

一つの監視領域（大分類）において白が１又は２生じている場合に実施する。 

(略) 

   原子力規制委員会は、追加検査を行おうとするときは、あらかじめ、事業者に対し、

追加検査の区分及び検査事項を通知するとともに、報告すべき事項及び期限を示して、

安全活動の改善状況に係る報告を求めるものとする。 

検査事項とは、対応区分の検査対応にある視点等を踏まえ、追加検査で確認する事

業者の安全活動等を記載するものである。 

 

4.  追加検査の実施内容について 

4.1 追加検査の開始 

(1) 追加検査１の場合 

事業者から、検査指摘事項に関する直接原因の特定、根本的な原因の特定、安全文

化及び核セキュリティ文化要素の劣化兆候の特定及び改善措置活動の計画が決定した

旨等の報告を受理し、原子力規制庁の担当部門が検査を実施可能と判断した後、追加

検査を行う。 

 

4.2 追加検査実施の体制 

各担当部門は、追加検査の検査事項を勘案して専門的な知識を有する原子力検査官

（以下「検査官」という。）を指名し、以下の体制を目安として検査のチームを編成す

る。なお、チーム編成の際には、追加検査実施の起因となった指摘事項を発見した検査

官又はその検査のリーダー等を含めて、関連する情報を共有できる体制を構築するこ

とが望ましい。 

(1) 追加検査１ 

専門的な知識を有する検査官１～２人及び対象事業者の施設を担当する原子力規制

事務所（以下「事務所」という。）の検査官の計２～３人の体制とする。本追加検査に

要する時間は、対応する検査官全員で約 40 人・時間程度を目安とする。 
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○重要度評価等の事務手続運用ガイド（GI0009）（抜粋） 

3. 対応区分の設定（追加検査の適用の考え方） 

3.1 対応区分の評価基準 

担当部門は、原子力規制検査実施要領の表６－１対応区分（実用発電用原子炉施設）

又は表６－２対応区分（核燃料施設等）に基づき、対応区分を設定する。 

 

3.2 対応区分の変更の時期 

(1)担当部門は、事業者から安全実績指標が提出された日及び検査指摘事項の重要度評

価が最終決定した日から、第２区分、第３区分又は第４区分への対応区分変更につい

て検討を行う。 

(2)第２区分、第３区分又は第４区分への変更の時期は以下のとおりとする。 

a.安全実績指標に関しては、該当する四半期初日から 

(3)担当部門は、対応区分を第２区分、第３区分又は第４区分に変更した場合は、その要

因となった状態の改善状況を追加検査により確認し、改善の効果が確認できた場合は、

第１区分に変更する。なお、第１区分への変更日は、追加検査終了の通知の日までと

する。 

 

3.3 評価基準の対象となる期間の考え方 

(1)安全実績指標が評価基準の対象となる期間は当該四半期の初日から終了日までとす

る。 

 

3.4 対応区分変更に関する事業者への通知 

(1)担当部門は、対応区分を第２区分、第３区分又は第４区分に変更する場合には、原子

力規制委員会に報告及び了承を得た上で、様式３－１のとおり事業者に通知する。 

(2)担当部門は、追加検査が完了して第１区分に変更する場合には、原子力規制委員会に

報告及び了承を得た上で、様式３－２のとおり事業者に通知する。 

 

3.5 その他 

(1)安全実績指標の値の分類により評価基準の対象となった事象が検査指摘事項として

も評価基準の対象になっている場合は、いずれかの分類の程度の大きいもののみを対

象として取り扱う。 

(2)事業者から重要度の最終評価に対する申立てがなされた場合、申立てに対する判定 

が決定するまで対応区分の設定又は変更は保留される。  

(3)対応区分の設定が困難な事象については、SERP において対応区分を検討する。 
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